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経済学研究科・学部の紹介 
 

経済学研究科 

経済学研究科は，経済学の多様な専攻分野における研究者の育成，ならびに高度の専門性を要する職業に

必要な能力の養成を目的とし，研究者養成コースと修士専修コースの 2 つのコースを設置している。研究者養成

コースは，博士後期課程への進学を前提として，広い視野に立って精深な学識を養い，高度の論理的思考能力

と着想力，および先端的な研究能力を培うことを目的とする。修士専修コースは，修士号の取得で修了することを

前提として，高度の専門性を要する職業等に必要な専門知識と分析能力，および実践的応用力を養うことを目

的とする。この観点から，修士専修コースには 4 つの専門職業人養成プログラム（公共政策，統計・ファイナンス，

地域研究，医療経済）が設けられている。なお，研究者養成コースと専修コースの修了要件は異なるが，博士後

期課程への進学要件は両コース共に同一である。 

カリキュラムは，基礎的な段階から高度な内容に至るまで，段階的に専門知識および分析能力が修得できるよ

うに体系化されており，400 番台科目，500 番台科目，600 番台科目に分けられている。2 つのコースともに，修士

課程において，ミクロ経済学・マクロ経済学・計量経済学・比較経済史の各分野について，400 番台のコア科目が

選択必修科目として設置されている。修士論文，博士論文の研究指導は，各教員のゼミナールならびに各専攻

分野における複数の教員の構成するワークショップにおいて行われる。博士後期課程の学生ができるだけ早く博

士の学位を取得できるように，博士論文指導委員会を設立するなど，制度の整備を進めている。 

研究科は経済理論・経済統計，応用経済，経済史・地域経済，比較経済・地域開発の 4 つからなった専攻を

2018 年度より「総合経済学専攻」に統合した。理論，統計，経済政策，経済史，地域開発など分野横断的に学習

する機会を広げている。 

大学院教育は，本学経済研究所の教員とともに構成される経済学研究科委員会が運営しており，幅広い専攻

分野に充実したスタッフを擁している。また，国際交流協定に基づき，海外から研究者が招聘されるとともに，留学

生派遣が毎年行われている。国内では，東京大学大学院経済学研究科との間に学生交流に関する協定が結ば

れているほか，全学的な交流スキームである東京科学大学および慶應義塾大学との協定にもとづき，他大学の

講義を受講することも可能である。 

  なお 2021 年度より特別選考（AO）による社会人の博士後期課程編入学生を対象にした，証拠に基づく政策立

案のための高度実証研究を行うことを目的とする一橋大学 EBPM プログラムを開講している。 

 

経済学部 
経済学部は，1949 年に東京商科大学が一橋大学に改称されたのを機に，商学部および法学社会学部と共に

独立した学部として設立された。その 4 年後には，大学院経済学研究科を備えるに至った。 

「経済」という言葉は「国を治め民を救済すること」を意味する「経世済民」の略語である。すなわち，国を治め民

を救済する方法を探究するのが経済学といえる。人々の暮らし向きをさらに向上させるためには，どのような社会

経済システムを構築し，如何なる政策を採るべきか。このような大局的視点から，複雑に絡み合う個々の経済現

象を分析し，その深層に迫ろうとする学問なのである。経済学を理解するには，論理的思考能力が必要とされる。

それ故，経済学を学習すればするほど自然に論理的思考能力が身についてくる。本学部は，大局的視点から物

事を見て論理的に思考できる人材を育てることで，社会に貢献しようとしている。 

経済学は理論的体系性が強い学問で，その修得には，入門，基礎レベルから中級・上級レベルヘの段階的学

習が必要である。よって，本学部の学部教育科目にはレベルに応じて 100 番台から 400 番台までの番号が振られ

ており，全体として入門から中級へ，そしてさらに進んだ専門へという積み上げが明確にされた科目編成になって
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いる。100 番台は入門科目，200 番台は基礎科目，300 番台・400 番台は専門的な発展科目である。400 番台は

大学院との相互乗り入れ科目で，意欲のある学生は大学院の科目も履修できる。そのような自由がきくことも，本

学部の特徴である。 

「経済学入門」，「統計学入門」，「経済史入門」の 100 番台科目は必修科目であり，それらを履修し経済学的

思考に慣れてきた頃に，200 番台，300 番台へと履修を進めていく。200 番台では，「基礎ミクロ経済学」，「基礎マ

クロ経済学」，「基礎計量経済学」のうち，任意の 2 科目が選択必修である。200 番台以降の科目は，大きく 2 つに

分けることができる。1 つは，社会科学の中で最も自然科学に近い経済学としての立場から，経済現象を理論的・

数量的に分析するアプローチであり，数学が頻繁に援用される。その例としては，最適な資源配分メカニズムの設

計・財政金融政策が日本経済に及ぼす効果，ファイナンス理論による為替レートや株価変動の分析などが挙げら

れる。もう 1 つは，歴史的および地域的発展の経過に重点を置いたアプローチであり，例えば，経済発展，アジアと

日本の経済協力，地球環境や資源といった問題が，歴史的認識をふまえて解明される。学生は，このような 2 つ

の流れの中から，自分の興味があるコースを自由に選択できるようになっている。 

講義科目以外の特徴としては，数名から 10 数名程度の少人数からなるゼミナール教育がある。経済学部は 3・

4 年生のゼミと卒業論文を必修とし，意欲ある 1・2 年生には選択制の基礎ゼミも開講している。ゼミは，学問を通じ

て自分自身を高める場であるとともに，教員と学生間ならびに学生同士の交流による人格形成の場でもある。ゼミ

での出会いが生涯の交友の始まりとなるなど，人生にとって大きなエポックとなることも多い。 

本学部卒業生に対する社会的評価は，幾多の先輩の長年にわたる努力と実績を反映して極めて高い。卒業生

は，銀行・証券・保険など金融機関，および，商社・運輸・不動産など伝統的なサービス業に就職する者の比率が

高く，計 33.3%を占めている。近年の傾向として，サービス業の就職先は多様化しつつあり，情報・通信，マスコミ，

インフラ，コンサルティングなどの分野へ進む者が増えている。2023 年度の卒業生のうち，製造業 19 名（7.0%），

サービス業全体では 191 名（70.7%）となっている。 

他方，より専門的な知識を必要とする職種（金融機関，官公庁，民間の研究機関やシンクタンク，国連などの

国際機関など）を目指す者は，社会へ出る前に修士課程に進学するケースが増えてきている。本学部では「学

部・大学院 5 年一貫教育システム」により，大学入学後 5 年で学士号と修士号の学位が取得可能で，学部から大

学院への推薦制度も導入して修士課程進学を積極的にサポートしている。本システムでは，専門職業人養成プロ

グラムと一般プログラムが提供されており，専門職業人養成プログラムは，（1）公共政策，（2）統計・ファイナンス，

（3）地域研究，（4）医療経済の 4 つから構成されている。なお，この専門職業人養成プログラムへは，「学部・大学

院 5 年一貫教育システム」以外の修士専修コース入学者も参加できる。 

2005 年度からは，法学研究科と共同で新たに「国際・公共政策大学院」を設置し，ビジネススクールや法科大

学院と並んで専門職大学院教育を行っている。学部レベルを超えた経済学を必要とするような専門性の高い職

業への道は，今後ますます開かれていくであろう。 

21 世紀の日本にとって有為な人材には，たとえ常識とされていることでも自ら吟味しとらえ直し，自己の考えを主

体的に構築する創造的な能力が求められている。本学部で採用している積み上げ方式のカリキュラムに従って経

済学を体系的に学び，卒業後の社会での活躍が期待されている。 
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